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地方公務員給与削減問題に係る対応について
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日々のご活躍に心より敬意を表します。
さっそくですが、自公政権は、民主党政権の方針をくつがえし、国家公務員の
臨時特例減額措置に準じた給与削減を地方公共団体に要請しています。
現行の地方公務員の給与は、人事委員会勧告をふまえつつ、労使の自主的な交渉・協議のもとで条例・規則によって定めるものです。
「その使途を制限してはならない」と規定されているにもかかわらず、地方交付税を減額し、給与削減を要請することは、地方自治の本旨を蔑ろにするものであり、地方六団体も反対の意向を示しています。政府が行っていることは、事実上の強制にほかならず、言語道断です。
また、この問題は、地方公務員の給与を基準に設定している中小企業もあり、地域経済にも大きく影響を与えます。政府が最大かつ喫緊の課題としている「デフレからの脱却」のため、経済界に民間労働者の賃金アップを要請していることにも整合しません。
政府は、各地方公共団体に７月からの給与削減を要請しており、６月議会が山場となります。
　つきましては、各都道府県連においては、地方公務員給与削減問題について、関係諸団体等とも連携の上、ご対応をいただくようお願いいたします。


以上
